
別紙（10-3）

番号評価方式
２．適正な公文書管理の実施
（旧：２．公文書等の保存及び利用の取組）

政策名

＜1,966,391＞

－

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

0

別紙「平成22年度内閣府政策評価書（事後評価）　公文書館制度の推進〔政策2．公文書等の保存及び利用の取組〕」を参照。

測定指標としている中間書庫パイロット事業は平成22年度限りで終了した事業である。
なお、独立行政法人国立公文書館では平成23年度から中間書庫事業を実施しており、行政事業レビューで所見が付された内閣府の中間書庫パイロット事業
での問題点等の検証結果については、着実に国立公文書館へ引き継がれている。

既に終了した事業であるため、政策評価結果による概算要求額への反映はない。
公文書の保存・利用に必要な体制の整備に係る経費については、過去の執行状況を踏まえ積算内訳を見直すことにより概算要求額の減額に努め要求してい
る。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

1,966,391

0

2,141,685

＜2,286,207＞

20年度

1,967,220

-829 -23,973

＜2,141,685＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

2,396,312

22年度21年度 23年度

＜50,400＞

2,165,658

0

2,402,374

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

24年度概算要求額

2,400,335

2,119,188

-110,105

2,286,207

2,277,130
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 内閣本府 0

Ａ 2 一般 内閣本府 0

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1 一般 内閣本府 評価対象外

評価対象外

Ｂ 2 一般 内閣本府 評価対象外

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

の内数

2,402,374

の内数

2,301,709

1,997,881

253,428

2,130,019

253,602

24年度
概算要求額

16,999

83,666

100,665

の内数

2,400,335

の内数

16,714

23年度
当初予算額

16,714

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

合計

２．適正な公文書管理の実施
（旧：２．公文書等の保存及び利用の取組）

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

独立行政法人国立公文書館運営費

独立行政法人国立公文書館施設整備
費

独立行政法人国立公文書館施設整備に必要な経費

独立行政法人国立公文書館運営費
独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要な経費
（要望枠）

独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

政策名

50,400

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

2,383,621

公文書管理関連施策の企画及び立案に必要な経費

項

公文書管理関連政策費

東日本大震災復旧・復興公文書管理
関連政策費

東日本大震災復旧・復興公文書管理関連施策の企画及び
立案に必要な経費
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 1 0 2,935 2,935 0

Ａ 1 16,714 14,064 △ 2,650 0

Ａ 2 0 83,666 83,666 0

政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

予算額

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

２．適正な公文書管理の実施
（旧：２．公文書等の保存及び利用の取組）

公文書等の管理・保存構想検
討経費

被災公文書等の修復支援事業

公文書管理推進経費

政策名

16,714 100,665 83,951合計




